


















重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

○ 工事における総合評価の改善
・外部有識者を交えた懇談会等の場において、総合評価落札方式の実施状況等を踏まえて議論を行い、公共工事の品質確保及び
担い手の中長期的な育成・確保のため、公正性・透明性の確保に留意しつつ、多様な総合評価落札方式の見直し及び改善に努め
る。

国土交通省においては工事の調
達金額の割合が高く、取組の効
果が大きいと考えられるため。

A -

・総合評価落札方式の各種試行について、
PDCAサイクルによる効果検証・見直し等を
ルール化し、試行の実施目的に沿った取り組み
になるよう改善を行っていく。

R７年度中
（随時）

○ 工事における受発注者の事務負担軽減
・技術資料作成・審査に係る競争参加者、発注者双方の事務手続の軽減のため、競争に参加する者の数が多数であると見込まれる
場合等において、段階的選抜方式、一括審査方式を活用するなど、入札契約事務の更なる改善及び効率化を推進する。
・外部有識者を交えた懇談会等の場において、建設生産・管理システムにおけるデータマネジメントの在り方の検討を行う。

国土交通省においては工事の調
達金額の割合が高く、取組の効
果が大きいと考えられるため。

A -

・段階的選抜方式、一括審査方式の実施等
により、受発注者の事務負担軽減を図る。
・建設生産・管理システムにおけるデータマネジ
メントについて、有識者を交えた懇談会におい
て議論を行っているところ。データマネジメントの
観点から、受発注者双方の事務手続きの簡
素化方策を検討する。

R７年度中
（随時）

○
調達改善に向けた審査・管理の充実
(一者応札の改善に向けた取組)

・本省及び地方支分部局において、参入要件等の見直し、準備期間の確保、仕様書の記載内容の明確化、発注予定情報の公表
等、発注者による契約手続に入る前の事前検証を徹底する。
・調達内容に応じて、それぞれ、以下の取組の強化に努める。
＊物品等の調達：特殊な車両や重油の購入など、その特殊性から取扱業者数が少ない物品等の調達については、参入可能者の把握
に努めるとともに、取扱業者が他にいない場合など競争環境の改善が見込めない案件については、適正な契約方式への移行も検討す
る。
＊システム関係：専門的な業務内容に関するシステムの運用・保守については、既設システムの環境・構成を可能な限り公開し、より詳
細な業務内容を示すことで広く入札参加を促す。
＊施設・設備等の維持管理：業者が作業員の確保などの履行体制を十分整えられる準備期間の確保や、地域外からの新規参入促
進を図るための仕様書の明確化及び参考資料の情報提供を行う。
＊調査等の役務：ホームページ等に事前の発注の見通しを公表することや、過年度の調査報告書を公開することなど、調達情報の周
知を徹底し、参入可能性のある業者の裾野を広げる。
・入札不調となった案件の原因分析を行ったうえで、資格要件や発注単位の見直しなどの対策を講じる。
・結果として一者応札となった案件のうち契約金額が高額なものについては、本省内及び地方各発注部局において一者応札となった原
因分析結果をとりまとめ、本省ホームページに公表する。
・特に複数年一者応札が続いている案件については、業者へのヒアリング、アンケート等を活用し、要因分析及び改善に努める。
・上記の取組の結果、改善が図られた案件について、本省にて事例を取りまとめ、ノウハウ等の共有を図る。
・各部局に設置された外部有識者からなる公正入札調査会議等において、競争入札及び企画競争を行った契約のうち、結果的に一
者応札又は応募となったものを中心に、個別案件の審査を徹底するとともに、再度同委員会等に報告するよう努める。

A -

・事前・事後検証の徹底、改善事例の共有等
を行い、発注者側の取組により改善が見込め
るものの競争性の向上を目指す。

R７年度中
（随時）

○ 調達事務のデジタル化

本省及び地方支分部局において、以下の取組を推進する。
＊入札説明会をオンラインで開催する。
＊押印省略が可能な場合、見積書・請書等の徴取を電子メールで行う。
＊工事・コンサル業務については、電子入札システムで電子入札、電子契約システムで電子契約を行っており、デジタル化が進められて
いる。物品・役務については、電子調達システム（GEPS）で電子入札及び電子契約を行っており、電子入札はデジタル化が進んでおり、
電子契約も導入が進んできているが、更なる電子契約数と割合の増加が必要である。更なる利用促進を図るためホームページ等で電
子調達システムの啓発を図る他、紙での対応を希望する業者に対しても、積極的に落札事業者へ声掛けを行うとともに、入札公告や入
札説明書等に電子契約対象案件であることを明記するなど運用拡大に引き続き努める。
＊やむを得ない場合を除き、原則電子契約とする。

B -

地方支分部局等も含めて省全体で調達事務
のデジタル化を進める。
（前年度の電子契約率を上回ることを目指
す。）

R７年度中
（随時）

○
電力調達の改善

・平成28年度から、順次、一般競争入札へ移行しているところであり、検討中の案件について、共同調達・一括調達の導入の検討や市
場の状況を踏まえつつ、更なる移行を引き続き推進する。
・一般競争入札を行う際に、再生可能エネルギー電力の調達や旧供給電力事業者が異なる地域の事務所・施設等をとりまとめて調達
する等の電力コストの更なる削減を、部局における調達状況を踏まえ、可能な限り推進することに努める。
・再生可能エネルギー電力の調達においては、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置
について定める計画（令和7年2月18日閣議決定）」における、2030年までに各府省庁で調達する電力の60%以上を再生可能エネルギー
電力とすることとの記載を踏まえ、一般競争入札等は再生可能エネルギー比率60%以上を初度の要件として行う。
・一般競争入札の導入状況・ノウハウ等をとりまとめ、本省・地方支分部局との間で内容の共有を図ることにより、地理的要因で参入業
者がいないことが明らかな場合等を除き、原則一般競争入札を実施するよう促す。

B H28年度

・引き続き随意契約となった全案件についての
一般競争入札への移行可否の検討により、一
般競争入札案件の増加と競争性の向上を目
指す。
・再生可能エネルギー電力調達の推進に取り
組み、2030年までに国土交通省で調達する電
力の60%以上を再生可能エネルギー電力とする
ことを目指す。

R７年度中
（随時）
R１２年度
まで

※１　難易度

A＋：効果的な取組
A　：発展的な取組
B　：標準的な取組

※電子入札率、電子契約率の定義は下記のとおりとする（「オンライン利用率引上げの基本計画」（令和３年12月16日　デジタル庁）等)。
電子入札率＝電子応札案件数÷電子入札案件数
・電子入札案件数:入札案件数のうち、電子入札が可能な案件数(紙と電子の混合も含む)
・電子応札案件数:開札された入札案件のうち、電子入札を行った民側利用者が１社以上存在する案件数
電子契約率＝電子契約案件数÷（電子応札案件数＋電子入札によらない電子契約案件数）
・電子契約案件数：契約確定案件数のうち、「契約書」または「請書」を「電子」で実施した案件数
・電子入札によらない電子契約案件数：電子契約のうち、電子入札を行わずに電子契約を実施した案件数（電子契約案件数の内数）

令和７年度の調達改善計画

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の項目 具体的な取組内容
重点的な取組の
選定理由

難易度
※１

取組の
開始年度

取組の目標

様式１



継続

継続

継続

継続

継続

継続

○内部監査の実施
引き続き、競争性のない随意契約に係る競争性のある契約への移行の
可否、一者応札の解消への取組状況等の検討結果について、内部監査
を重点的に実施するとともに、結果について各調達部局に周知し、取組の
改善を促進する。

○その他
・人事評価における適切な評価（コスト意識や業務改善に留意した独自
の目標設定が可能な場合の目標設定や、コスト意識や業務改善に向け
た取組の適切な評価）
・調達改善に係る研修の実施（会計事務職員を対象とした研修の実施
による職員のスキルアップ）

○少額な契約への対応
会計法令で予定価格が少額で随意契約が可能とされている場合につい
ても、競争性を向上させる観点から、事務負担、地域性等に配慮しつ
つ、オープンカウンター方式を活用するなど競争参加機会を拡大させる。
令和７年度から運用予定のデジタルマーケットプレイスについて、各省庁の
導入状況を注視しつつ当省においても導入を検討していく。

○クレジットカード決済の活用
「会計業務の効率化に向けた改善計画（平成28年７月決定）」に基づく
資金前渡官吏払いから支出官払いへの移行による業務効率化に資する
よう、水道料金を中心にクレジットカード決済の活用を検討する。

その他の取組
調達改善計画

具体的な取組内容
新規
継続
区分

○共同調達・一括調達の推進
・引き続き、本省及び全地方支分部局等において、共同調達及び一括
調達を推進する。
・部局単位の取組に加え、地方支分部局等や本省と地方支分部局等と
の間で一括して発注した方が合理的な業務についても、一括調達を実施
するなど、状況に応じて拡大に向けた検討を行う。

○随意契約の見直し
・引き続き、競争性のない随意契約を締結しようとする全案件について、
契約手続に入る前に競争性のある契約への移行可否を改めて検討する
等の取組を行い、その結果を本省ホームページにおいて公表する。
・競争性のある契約へ移行した事例に関する情報を省内で共有し、各調
達部局の検討に資するようにする。

様式２


